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スポーツの成長産業化：｢トップスポーツ｣と｢地域スポーツ｣を車の両輪で経済産業省内におけるスポーツ産業振興に係る体制図

■参事官（民間スポーツ担当）
✓ スポーツ団体のガバナンス改善
✓ スポーツ人材・指導者の要請
✓ スポーツ選手のキャリア形成支援
✓ 産業界との連携促進

■参事官（地域振興担当）
✓ スポーツを出来る多様な場の創出（地域スポーツ施設

の充実等）、スポーツを通じた地域おこしへの支援

■・・・・・・・・・・・・・・・

■・・・・・・・・・・・・・・・

スポーツ庁：スポーツ政策の総合的推進経済産業省：スポーツ産業振興

※スポーツ団体を所管し、経営力強化や、産業界と連携したス
ポーツの普及や競技力向上を目指す。スポーツ関連産業の
振興は経産省と連携して実施。

スポーツの成長産業化（15兆円市場に）

✓ 昨年11月1日に商務サービスGサービス政策課内にスポーツ産業室を設置。

✓ スポーツ庁と連携し、スポーツの成長産業化に向け、DXを核にしたスポーツ産業の成長産業
化に向けた施策を省内横断的に強力に展開。

これから（11/1～）

■商サGスポーツ産業室(訓令室)
スポーツ産業の総合的政策立案機能
✓ スポーツ施設提供業
✓ スポーツ教授業

■商サGヘルスケア産業課
✓ フィットネス産業

■商情局コンテンツ産業課
✓ ゲーム産業、映像産業

■産政局知的財産政策室
✓ 限定提供データ(不正競争防止法)

■製造局 生活製品課
✓ スポーツ用品業

■製造局車両室
✓ 競輪・オートレース

これまで

■サービス政策課
✓ スポーツ施設提供業
✓ スポーツ教授業

■ヘルスケア産業課
✓ フィットネス産業

■生活製品課
✓ スポーツ用品業

■車両室
✓ 競輪・オートレース

省
内
関
係
部
局

※参事官・参事官補佐とも
経済産業省から出向



サービス業としての
「地域スポーツクラブ業」の育成

自分のドリームチームを競わ
せる「ファンタジー・スポーツ」

欧米のスポーツDXとベッティ
ング市場の効果

ートップスポーツクラブの成長ー

分厚い地元ファンの形成
次世代アスリート育成の裾野拡大

ドラフト会議

（※1）株式会社マイネット提供資料：プロ野球#LIVE2021、（※2）上：B.LEAGUE提供資料、中下：シント＝トロイデンVV NV提供資料、（※３）ジャングルX株式会社提供資料

（※1）

（※2）

試合日以外も稼ぎを生みだせ
るスタジアム・アリーナ

（※3）

世界中から稼いだ資金の流入
アスリートのセカンドキャリア形成
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スポーツDXの推進

• 会費収入、施設の指定管理、業務委託
• パーソナルトレーニングやケア
• カフェ・レストラン、生涯学習サービス等の運営
• トップスポーツクラブからの資金・人材の環流

等

政策の全体像：「スポーツDXの推進」と「地域スポーツクラブ業の育成」

✓ 当面15兆円市場の目標を掲げる「スポーツの成長産業化」には、①スポーツDXの推進によるトッ
プスポーツの成長と、②サービス業としての『地域スポーツクラブ業』の育成が車の両輪として回る
必要。そのための資金循環・人材循環を実現する産業政策が必要。
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１．スポーツDXに向けた取組：
スポーツコンテンツ・データビジネスの拡大に向けた権利の在り方研究会（経産省・スポ庁）

（※1）リーグ所属クラブの営業利益の合計額を比較 Source:Jリーグ 「2018年度クラブ経営情報開示」；Statista；Deloitte；sportspromedia；CNBC；hollywoodreporter；The Guardian

Jリーグでは、放映権収入を元手に支払われるJリーグ配分金を放映権収入としている

（※２）プレミアリーグ Statistics (「Annual Review of Football Finance 2020」 Chart 7)、https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/uk/Documents/sports-business-
group/deloitte-uk-annual-review-of-football-finance-2020.pdf、から1ドル=110円、1ポンド=147円で計算。

➢ 日本と欧米のスポーツ産業では20年で収益力に大きな差がついた。特に放映権・広告料の収入面
で格差が開いたが、その背景には、スポーツ・ベットやゲーム市場の拡大によるライセンス収入の拡大、ブ
ロックチェーン技術を活用したNFT等、DXを活かした事業環境の差がある。

➢ スポーツDXは大きなビジネスチャンスだが、日本では法的なグレーゾーンも多く、新ビジネスが「小さなス
ケール」に留まりがち。この研究会で、法律上の課題を整理した報告書を公表予定（4月上旬）。

https://www.sportspromedia.com/analysis/nfl-tv-rights-2021-2032-espn-abc-disney-nbc-cbs-fox-amazon-prime-streaming
https://www.cnbc.com/2021/03/22/nba-is-next-up-for-a-big-rights-increase-and-75-billion-is-the-price.html
https://www.hollywoodreporter.com/business/business-news/tvs-nfl-rights-gamble-will-the-league-opt-out-of-its-new-deals-4158535/
https://www.theguardian.com/sport/2021/mar/18/nfl-media-rights-contracts-amazon
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/uk/Documents/sports-business-group/deloitte-uk-annual-review-of-football-finance-2020.pdf


レブロン・ジェームスのカードは
23万ドルで高額取引

概要
ユーザーは、選手の10~20秒程度のハイライト動画のNFT が複数入ったパッケージを購入
（内容により価格帯が異なり、中身はあけるまでわからない）。購入したNFTは、同サービス
が提供するマーケットプレイス上で自由に売買。

NFT：NBAはデジタルカードビジネス（TOP SHOT）を新たな収入源に

NBA Top Shotでの高額取引事例

➢ 世界ではNFT（Non Fungible Token）などブロックチェーンを活用したコンテンツビジネスが拡大。

➢ NFTとは、従来容易にコピー・改ざんができるために資産価値を持ち難かったデジタルデータをブロック
チェーンで｢唯一無二の証明付きデジタルデータ｣にすることで資産価値を持たせる技術。

➢ 下記、米NBA事例のような「ガチャによる一次販売と二次流通の市場を提供する」事業モデルを日本
で行う上で、資金決済法の為替取引への該当懸念や、刑法（賭博罪）への抵触懸念など、保守
的解釈が障壁に。日本で事業を育てるには、法律上のグレーゾーン解消が必要。

１．スポーツDXの事例・論点 ①ブロックチェーン活用: NFT
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Source: NBA Top Shot | Officially Licensed Digital Collectibles; NBA TopShot | DappRadar

収益の配分
NBA（リーグ）とNBPA（選手会）とNBA TOP SHOTは収益分配を契約済
（売買手数料はリーグや選手会に還元される。）

規模
サービス開始後5か月間での取引額は約2億3000万ドル（約253億円）に達し、うち95%
は二次流通。ファンのみならず投資家からも注目が集まる。

https://nbatopshot.com/
https://dappradar.com/flow/collectibles/nba-topshot


概要
データプロバイダがクラブ/リーグから試合データ・映像を購入し、
ベッティング事業者にそれを提供し、オッズが形成される。観客は、
試合映像を見ながら試合中に賭けるウオッチ＆ベットが定着。
これにより、視聴者数や視聴時間が拡大し、放映権契約金
額が急上昇するのみならず、データ・コンテンツが更に価値を増し、
スポーツ産業の成長エンジンになっている。

スポーツベット： ゲーム（ファンタジースポーツ等）：

➢ 海外で市場が拡大しているスポーツベットや賞金・賞品獲得型ゲーム（ファンタジースポーツ等）では、
選手のスタッツデータ（オッズの根拠になる／ゲームの勝敗を決める）や動画映像に価値がある。

➢ このため、海外ではデータを対価にリーグ・クラブに資金が還流する新たな資金循環も定着。

１．スポーツDXの事例・論点 ②スポーツベット、ゲーム(ファンタジースポーツ等)

5

概要
好きな選手で「自分のドリームチーム」をスマートフォン上で形
成し、「集めた選手の、現実のパフォーマンス（打点・打率
等）」の総計で勝敗が決まり、賞金・賞品をとる予想ゲーム。
米国版では、上位者には参加者の入場料を原資とする賞
金が分配されるが、日本では賭博罪の懸念からスポンサーが
賞品を付与する設計で、ゲーム業界がサービス開始。

（※1）株式会社マイネット提供資料：プロ野球#LIVE2021、
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２．地域スポーツクラブ業の育成：地域×スポーツクラブ産業研究会

➢ スポーツ基本計画（案）にもある「運動部活動の地域移行」の実行に対応して、地域密着型の新し
いサービス業としての『地域スポーツクラブ』の収益性を担保する事業環境の課題を、家計所得格差に
よって子どものスポーツ機会が大きく左右されないための策と合わせて検討。

➢ 昨年９月からのフィージビリティ・スタディの結果も踏まえ、本年４月に最終提言を公表予定。

＜第１次提言（昨年６月）＞

全国で

「未来のブカツ」フィージビリティ・スタディ事業
を実施

最終提言（本年4月予定）へ



『未来のブカツ』FS（フィージビリティ・スタディ）事業

➢ 机上での議論で導き出した第１次提言の社会システムの実現可能性を検証すべく、全国各
地で、実施主体も人口規模も多様な10プロジェクトを採択。

➢ スポーツを軸にした「新しい社会システム」の実現に向け、部活動の地域移行の受け皿として
の「地域スポーツクラブ」の収益性や事業環境課題を検証した。
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＜『未来のブカツ』フィージビリティスタディ事業＞
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フィージビリティ・スタディ事業の中で起きたこと（9月～2月）

➢ 10事業のほとんどで以下の現状ゆえ、関係者間のビジョン共有そのものの難度がかなり高い。

①「ファースト・ペンギン(第１号)にはなりたくない（横並びがいい）」という自治体メンタリティ、

②「学校現場での固定観念」の強さ（「スポーツと生活指導は一体不可分」「地域移行で教育的
意義が薄れる」「部活顧問こそが教員の本懐」）

③「事業者の収益性を担保する工夫の必要性」への自治体の理解が薄い。

➢ 民間スポーツクラブが地域移行の受け皿として機能するには、「政府からの相当強いメッセージ」が
最低限必要であるとともに、｢格差是正のための財源確保問題｣の方向性も早期に示す必要。

表
層
課
題

真
因

国(文科省)が感じている
危機感/考えている方向性
が現場に伝わっていない

自治体行政が縦割りのため、
総力戦(組織を横断した検
討)ができない

自治体や学校現場との議論
のラリーがすぐに止まりがち

学校・教員に対する社会
(本人・子ども・保護者含む)

の要請が過剰/時代にそぐわない

自治体に相談し
ようとしても、国
(文科省)から
の明確な指示
があるまでは動け
ないと言われる

他の自治体
が動いていない
中で、自分の自治
体が先陣を切って
動きたくない

自治体ごとに
部活動改革に
対する温度感に
バラツキある

自治体の中で
色々な部署を
たらい回しに
される

自治体や学校
との議論が中々
前に進まない/

時に並行線を
たどる

部活動の持つ
教育的価値が
失われることが
懸念として
挙がって、そこで
議論が止まる

学校・教員が
世間や保護者
からの反応を
恐れて部活動
改革の取組を
躊躇する

etc



第3期スポーツ基本計画（案）について

✓ 第3期スポーツ基本計画（案）の各章・各項の中で、「スポーツDX」や「多
様な主体によるスポーツ機会の創出」について、必要な方向性が示されたこ
とを歓迎。

✓ 一方、一つひとつの課題は「各章・各項の中に完結する課題」ではなく、「相
互に作用しあう」性質であることを意識して施策を横断的に企画・推進する
ことが一層重要になっている（たとえば「スポーツ機会の創出｣と｢スポーツ
DX」や、｢スポーツ機会の創出｣と｢スポーツの成長産業化｣など）。

✓ その観点から、第3期スポーツ基本計画で描いた姿の実現に当たっては、大
きなビジョンのもとで、各省間そして各省内各部局間の連携を深めて施策を
企画・推進することが極めて重要。

✓ 経済産業省としても、省内部局との連携を一層強めつつ、スポーツ庁など関
係省庁と連携を強化して政策の企画・実行に取り組みたい。
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